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研究要旨 

新型コロナウイルス感染症蔓延下における病院の経営状況は現在も全国的に厳しく、補助金によっ

て支えられている側面がある。将来的な見通しも暗いと考える経営者が多く、今後も補助金をはじめ

として病院経営を支える仕組みづくりの継続的な議論が必要である。一方、過酷な労働環境の中での

看護職員離職率の上昇が懸念されたが、各病院の努力により労働環境が整備されたこともあり、例年

並みの水準が維持された。 
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⑤病院経営グループ

研究 1：新型コロナウイルス感染症が病院経営

に与えた影響の調査

A. 研究目的

新型コロナウイルス感染症蔓延に伴い、感染患

者の受け入れ及び病床確保のために通常診療の制

限を余儀なくされた病院が生じた。そのような状

況の中での各病院の経営状況を調査する。

B．研究方法 
関係団体が行った各調査：三病院団体（日本病

院会、全日本病院協会、日本医療法人協会）によ

る「2022 年度 病院経営定期調査」の結果を集

計し、解析した。

（倫理面への配慮）

全ての調査は各団体の倫理規定のもと行われた。

C．研究結果 
2018 年度から 2021 年度までの 4 期における

医業利益、経常利益、コロナ補助金を除く経常利

益の黒字・赤字病院の割合推移を図１に示す。経

常利益の赤字病院はコロナ前（2018 年度、2019
年度）とコロナ後（2020 年度、2021 年度）とで

比較すると大幅に減少した。しかしながら医業利

益の赤字病院は 10％以上増加しており、さらに

コロナ補助金を除いた経常利益の赤字病院だけを

みると、2020 年度には約 20％の増加を認め、

2021 年度も約 10％高い水準にあった。図２は

100 床あたりの医業利益・経常利益を比較したグ

ラフであるが、経常利益はコロナ後黒字に転じて

いるが、コロナ補助金を除外した経常利益は赤字

であり、赤字幅はコロナ前よりも大きかった。

表１は、医業損益（100 床あたりの平均額）を

コロナ蔓延中の 2 期（2020 年度と 2021 年度）

比較を病院開設主体別に行った結果である。経常

利益は、全開設主体で黒字であり、2021 年度は

増益であった。コロナ補助金を除いた経常利益

は、国、自治体、その他私的病院で赤字であった

が、赤字幅は改善が見られた。

D．考察 
新型コロナウイルス感染症蔓延後の医業利益の

赤字病院増加は、新型コロナウイルス感染症患者

への対応や病床確保のために通常診療が制限され

るなど、様々な要因があったものと考えられる。

医業損益は 2020 年度に比べて 2021 年度にやや

改善を認めたものの、開設主体によっては未だに

経営が苦しい状況が続いている病院が多いと推察

された。
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コロナ補助金を除いた経常利益はいずれのデー

タからも大幅な赤字であり、2021 年度もコロナ

前の水準には戻っていない。各病院の経営は、厳

しい状況の中、コロナ補助金によって何とか維持

できていたことがわかった。今後の補助金のあり

方、必要性については引き続き検証が必要と思わ

れた。

E．結論 
コロナ補助金を除いた経常利益はコロナ前の水

準に戻っていない。ウィズコロナに向けての補助

金の在り方やコロナ診療に対する診療報酬体系に

関して今後十分な議論が必要と考えられる。

F．健康危機情報 
なし

G．研究発表 
なし

H．知的財産権の取得状況 
１．特許取得  なし

２．実用新案登録  なし

３．その他  なし
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図１ 2018 年から 2021 年度までの各経営指標の比較（2022 年度 病院経営定期調査より） 

図２ 2018 年から 2021 年度までの 100 床あたりの医業利益・経常利益の比較 
（2022 年度 病院経営定期調査より）

684



表１ 2020 年度と 2021 年度における経営主体別の 100 床あたり医業損益等の比較 
（2022 年度 病院経営定期調査より） 
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⑤病院経営グループ

研究 2：COVID-19 パンデミック下における病

院経営層の景況感に関する調査

A. 研究目的

全国の病院で COVID-19 パンデミック前と比

較して外来患者、入院患者とも一時的な減少が生

じ、以前の水準に戻っていない病院がまだ多数存

在する。そのような現状を各病院の経営層がどの

ようにとらえ、今後の経営の見通しをどのように

感じているかを調査することで、ウィズコロナ時

代の経営の在り方を探ることを目的とした。

B．研究方法 
全国の病院の経営層に対して、2022 年末時点

での病院経営状況、今後の景況感に関する質問を

web アンケート形式で行った。アンケート調査は

2022 年 12 月 21 日から 2023 年 1 月 4 日の期間

で行われた。

（倫理面への配慮）

所属機関における倫理審査委員会又はそれに

準ずる機関の承認を得たうえで、実施した。ま

た個人情報保護法に基づき、全ての個人情報を

匿名化の上、実施した。

C．研究結果 
調査概要を図１に示す。有効回答数は 280 であ

った。このうち、新型コロナウイルス感染症拡大

前後での経営状況の変化について「改善」と回答

した経営層は 18.9%に留まり、「悪化」38.9%を

大きく下回った（図２）。「改善」「悪化」のいず

れかと回答した経営層 162 人を対象として、経営

状況の変化の原因が何であったかを質問したとこ

ろ、改善した病院、悪化した病院いずれにおいて

も 90％以上がコロナ感染症の影響であったと回

答した（図３）。図４は、経営状況に関して病院

開設主体別にみたものである。「悪化」と回答し

た経営層は医療法人の病院で 43.6％であり、国

立病院や公的医療機関が約 35％であったのに対

してやや高い傾向にあった。

次に、現状の経営状況を踏まえて今後の病院経

営の見通しに関して質問を行った（図５）。全体

のうち 33.6％の経営層が「とても暗い」「暗い」

といったマイナスイメージを持っており、「とて

も明るい」「明るい」といったプラスイメージは

11.1％であった。開設主体別にみると、特に国立

病院や公的医療機関で高い傾向にあり、約半数の

経営層がマイナスイメージを持っているという結

果であった。 図６は新型コロナウイルス感染症

患者の受け入れ時期別に比較したものであるが、

受け入れ時期（第１波か第２波以降か）によらず
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マイナスイメージを持つ経営層が多い結果であっ

た。病院所在地別では、中核市で特にマイナスイ

メージを持つ経営層が多く、47.8％に上った（図

７）。

最後に、2022 年末現在、新型コロナウイルス

感染症診療に対して補助金が各病院に支給されて

いる状況であるが、今後補助金が無くてもコロナ

診療の継続が可能であるか、質問を行った（図

８）。全体の 55.0％が「続ける」と回答し、「続

けない」の 10.9％を大きく上回った。開設主体

別に大きな差はなかった。現在の経営状況別にみ

ても、コロナ禍前より悪化した病院でも 61.4％
が今後も「続ける」と回答した（図９）。

D．考察 
現在の経営状況に関わらず、今後の病院経営に

対する明るいイメージを持てない経営層が多いこ

とも明らかとなった。コロナ対応を続けながら通

常診療をいかにこれまで通り行っていくか、難し

さを感じる経営層が多かったのではないかと考え

られた。パンデミック前の景況感が不明であるこ

とに留意する必要はあるが，今後の病院経営の戦

略は今回明らかとなった「今後の病院経営に対す

る明るいイメージを持てない」という景況感のも

とで立てられるので，本調査の意義は十分にある

と考えられた。また、COVID-19 パンデミックを

機に、耳鼻科や小児科を受診する患者が減少する

など患者の受療行動が変化したことが昨年の厚生

労働科研・門田分担班「新型コロナウイルス感染

症による他疾患等への影響調査研究」

（https://mhlw-
grants.niph.go.jp/project/145908）にて報告され

たが、コロナ禍前とは異なる疾病構造への対応の

難しさもあったのではないかと考えられる。

厳しい経営状況の中、コロナ補助金によって何

とか経営が維持されている病院も多い。補助金が

いつまで続くか不透明であり、新型コロナウイル

ス感染症に対する診療報酬体系も今後見直される

可能性がある点に関しても、見通しを暗くする一

因となっていると考えられた。

E．結論 
今後の病院経営に関して多くの経営層が暗いイ

メージを持っている。コロナ補助金、コロナ感染

症に対する診療報酬体系に関する議論、コロナ後

に変化した疾病構造への対応など、病院経営を支

える仕組みづくりが必要と考えられた。

F．健康危機情報 
なし

G．研究発表 
なし

H．知的財産権の取得状況 
１．特許取得  なし

２．実用新案登録  なし

３．その他  なし
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研究 3：新型コロナウイルス感染症が看護師労

働環境に与えた影響

A. 研究目的

病院内や高齢者福祉施設などでの新型コロナ感

染症クラスターがいくつも生じた結果、その対応

に追われた現場看護師の労働環境は大きく変化し

た。離職者の増加なども社会問題として取り上げ

るなどした中で、その実態把握と今後の対策につ

いて検討する。

B．研究方法 
日本看護協会が全国規模で行った調査「2021

年 病院看護・外来看護実態調査」（2021 年 10
月 1 日～11 月 22 日実施）ならびに「2021 年

看護職員実態調査」（2021 年 10 月 1 日～11 月

10 日実施）の結果を分析した。 
（倫理面への配慮）

全ての調査は各団体の倫理規定のもと行われた

ものであり、分析は全て公表済みの結果をもとに

行われた。

C．研究結果 
全国の病院の看護部長を対象として行われた

「2021 年 病院看護・外来看護実態調査」（有効

回答数 2,668。以下、「管理者調査」）によると、

2021 年の正規雇用看護職員離職率は 10.6%であ

った（表１）。これは、コロナ前に行われていた

同調査における離職率と同水準であった。一方

で、メンタルヘルス不調による休職者数の増減状

況は、「とても増加した」「やや増加した」との回

答が合わせて 26.9%、さらにメンタルヘルス不調

による休職数増加への新型コロナウイルス感染症

の影響が「大いに影響」あるいは「やや影響」し

ているとの回答が合わせて 36.0%に上った（表

２、３）。

全国の看護職員個人を対象として行われた

「2021 年 看護職員実態調査」（有効回答数

5,121。以下、「個人調査」）によると、新型コロ

ナウイルス感染症流行に伴う影響として、「自分

自身が感染するのではないかという恐怖・不安」

（78.6％）、「職場の労働環境の悪化」（48.8％）、

「自分自身に対する周囲からの差別・偏見・心無

い言葉」（19.6％）などが挙げられた（表４）。ま

た、コロナ禍前と比較し、心身の不調が増えたと

する回答も多く見られた（表５）。
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こういった状況の中、看護職員の健康・安全・

安心を守るために行った体制整備として、表６に

示すように職員の感染防止策の徹底（94.6%）、

看護職員が院内で偏見・差別を受けないよう職員

間の理解促進（73.1％）、看護職員が感染・発症

した場合の処遇に関する、看護管理者からの説明

（73.3％）などが行われた（管理者調査より）。

個人調査の結果によると、看護職としての就業継

続意向に関して「とてもそう思う」「ややそう思

う」が合わせて 67.6％であり、「あまりそう思わ

ない」「全くそう思わない」の 19.6％を大きく上

回っていた（表７）。

D．考察 
コロナ感染症への対応に追われる中、自分自身

に対する偏見・差別を感じる看護職員が多かった

実態が明らかとなり、また、新型コロナウイルス

感染症の影響と考えられる心身不調やメンタルヘ

ルス不調も一定程度起きていたことがわかった。

一方で離職率は例年と同程度の水準であり顕著な

増加は認められず、就業継続意欲も保たれている

結果であった。看護職員の健康・安全・安心を守

るための様々な体制整備が、各病院の管理者の努

力により達成された結果であると考えられた。

E．結論 
各病院の様々な労働環境整備により、コロナ禍

でも看護職員の離職率に大きな変化を来さなかっ

た。

F．健康危機情報 
なし

G．研究発表 
なし

H．知的財産権の取得状況 
１．特許取得  なし

２．実用新案登録  なし

３．その他  なし
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表１ 正規雇用看護職員の採用者数・退職者数・離職率（病院看護・外来看護実態調査より）

表２ メンタルヘルス不調による休職者数の増減状況（病院看護・外来看護実態調査より）

表３ メンタルヘルス不調による休職数増加への新型コロナウイルス感染症の影響（病院看護・外来看

護実態調査より） 
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表４ 新型コロナウイルス感染症の流行に伴う影響（看護職員実態調査より）

表５ 新型コロナウイルス感染症の発生以前と比較した心身の変化（看護職員実態調査より）

695



表６ 看護職員の健康・安全・安心を守るために行った体制整備（病院看護・外来看護実態調査より）

表７ 看護職としての就業継続意向（看護職員実態調査より）
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